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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（イタルダデータ）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

具体的な取り組み 進捗状況

①安全体質の確立 ・事故防止会議：１２回実施

・安全マネジメント講習等：７回実施

・運輸安全マネジメント評価：７社に対し実施

・運輸安全マネジメント評価員研修：１０名に対し実施

・運行管理者講習

基礎講習１９回、一般講習４０回、特別講習５回

・事故要因分析調査４件実施

・整備管理者研修

選任前研修２９回、選任後研修２９回

②コンプライアンスの徹底 ・運送事業者に対する監査：１,４８７件実施

・貸切事業者に対する重点監査：８６件実施

・街頭検査の実施

一般４４回、時間外３回、構内８４回、監査時２回

・通達の発出

「バスの車両火災事故防止について」

「交通事故防止の徹底について」

「交通事故防止の再徹底について」

「冬期における事故防止について」

「平成２３年度における事故防止について」

③飲酒運転の根絶 ・通達の発出

「アルコール検知器備え付けの周知について」

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

北
海
道
運
輸
局

北海道地域事業用自動車
安全対策会議

第３回
平成２３年７月１４日(金)

①北海道運輸局
②北海道バス協会
③北海道ハイヤー協会
④全国個人タクシー協会北海道支部
⑤北海道トラック協会、北海道適正化事業
実施本部
⑥北海道自動車整備連合会
⑦自動車事故対策機構 札幌主管支所
⑧北海道警察本部
⑨北海道地方交通運輸産業労働組合協議
会

①死者数：１０年後半減
（平成２０年１９人を９人に）
→（５年後１４人に）
②人身事故件数：１０年後半
減
（平成２０年２，０８１件を１，
０１５件に）
→（５年後１，５００件に）

③飲酒運転ゼロ（撲滅）

＜業態別目標＞
１．死者数

H25 H30
バス 0 0
ハイタク 2 1
トラック 12 8

２．人身事故件数
H25 H30

バス 100 65
ハイタク 750 500
トラック 650 450

①死者数：２３人

②人身事故件数
：１，７４０ 件

③飲酒運転等
・１０８条の３４通知

２ 件

名称（北海道運輸局安全プラン２００９）
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（警察庁統計）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

具体的な取り組み 進捗状況

①事故防止

・運行管理者講習 基礎講習１９回、一般講習４７回、特別講習１４回

・整備管理者研修 選任前研修２３回、選任後研修２１回

・交通事故要因分析調査 ８件実施（バス３件、タクシー１件、トラック４件）

・事故情報の提供
各種会議・研修時等において、メルマガ「事業用自動車安全
通信」等を周知

②運輸安全マネジメント

・評価の実施 １５事業者に対し実施（バス１０事業者、トラック５事業者）

③監査

・監査件数 ６８５件実施（バス１３７件、タクシー１２５件、トラック４２３件）

・処分件数 事業停止 １２件（トラック１２件）

車両停止２４１件（バス３５件、タクシー３３件、トラック１７３件）

④車両管理

・通達等発出
平成２２年３月１０日
「車輪脱落事故防止対策の再徹底について」

・整備管理者への指導 整備管理者講習時に車両管理等を指導

・運行管理者への指導 運行管理者講習時に車両管理等を指導

・街頭検査の実施
２４３回・１９，１６１台実施（一般１０９回、時間外１回、構内１２
１回、監査時１０回、企業２回）

⑤年末年始輸送安全総点検

・査察、指導の実施 １１５回実施（バス３８回、タクシー２６回、トラック５１回）

⑥飲酒運転撲滅

・通達等発出

平成２２年３月１８日
「飲酒運転の撲滅に向けた取組について」

平成２２年８月２４日
「事業用自動車にかかる飲酒運転防止の徹底について」

平成２３年６月１７日
「事業用自動車にかかる飲酒運転防止の再徹底について」

・アンケートの実施
「飲酒運転防止に関するアンケート」を実施
（５，３８５事業者へ配付し、３，０８１事業者から回答）

・飲酒運転防止対策の周知 上記アンケート結果を分析し、運行管理者講習等で周知

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

東
北
運
輸
局

東北地域事業用自動車
安全対策会議 第２回

平成２２年３月 ９日（火）

①東北運輸局
②東北バス協議会
③東北ハイタク連合会
④東北六県トラック協会連合会
⑤自動車整備東北ブロック連絡協議会
⑥自動車事故対策機構 仙台主管支所
⑦東北地方交通運輸産業労働組合協議会

①死者数：１０年後半減
（平成２０年５０人を２０人に）
→（５年後３５人に）
②人身事故件数：１０年後半
減
（平成２０年２，５５１件を
１，２７５件に）
→（５年後１，５７０件に）
③飲酒運転ゼロ（撲滅）

＜業態別目標＞
１．死者数

H25 H30
バス 0 0
ハイタク 0 0
トラック 35 20

２．人身事故件数
H25 H30

バス 100 65
ハイタク 570 380
トラック 900 830

①死者数：４０人

②人身事故件数
：２，０１４人

③飲酒運転等
・１０８条の３４通知

：９件

名称（ 東北地域事業用自動車安全施策実施目標 ）
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（イタルダデータ）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

①北陸信越運輸局 ①死者数：１０年後半減 ①死者数：２２人

②北陸信越バス協会 （平成２０年３１人を１５人に） 具体的な取り組み 進捗状況

③北陸信越地域タクシー協議会 →（当面、毎年５％づつ削減 ②人身事故件数

④北陸信越ブロックトラック協会 し、５年後２３人に） ：１４１０件

⑤北陸信越ブロック自動車整備連絡協議
会⑥自動車事故対策機構 新潟主管支所 ②人身事故件数：１０年後半

減
③飲酒運転等

⑦北陸信越地方交通運輸産業労働組合協議
会

（平成２０年１，６２９件を８１
５

・１０８条の３４通知

件に） ：７件

→（当面、毎年５％づつ削減

し、５年後１，２２０件に）

③飲酒運転ゼロ（撲滅）

※県（運輸支局）単位の事故

第３回 削減目標も設定

平成２３年７月５日（火）

＜業態別目標＞

１．死者数

H25 H30

バス 0 0

ハイタク 0 0

トラック 23 15

２．人身事故件数

H25 H30

バス 97 65

ハイタク 305 205

トラック 818 545

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

北
陸
信
越
運
輸
局

北陸信越地域事業用安全
対策会議

名称（北陸信越地域事業用自動車安全対策会議）

７月５日開催の第３回ブロック安全対策会議の席上におい
て設置要請中であり、既に各支局で設置している事故防止対
策会議等との位置づけや調整等を踏まえて、各支局に設置
する方向で、具体的な進め方について検討している状況。

２２年度の取り組み内容
１．事故防止関係
①事故防止対策会議２６回、事故防止セミナー１回（１７９

名）
②運行管理者講習会（基礎１５回、一般３８回）
③整備管理者講習会（前４５回、後２４回）
④事故警報・防止対策文章の発出７件

２．運輸安全マネジメント関係
①制度の周知活動関係
・事故防止対策会議管内２６回、運輸安全マネジメント説明

会・セミナー４回開催
②運輸安全マネジメント評価関係（２巡目を実施）
・対象事業者（４事業者）、拡大事業者（２事業者）
③運輸安全マネジメント評価員要請関係
・管内評価員２４名配置、評価員研修６名参加

３．監査関係
①一般監査は、臨店監査１８８件、呼出監査１１５件実施
②重点監査は、貸切事業者６５社、乗用事業者４３社実施。

４．街頭調査関係
・街頭調査６５回、１２，１６５台実施。

各県単位の協議会の設立
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（警察庁統計）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

具体的な取り組み 進捗状況

①安全体質の確立
・安全マネジメント講習等：３４回実施
・運輸安全マネジメント評価：９社に対し実施
・運行管理者講習
基礎講習６８回、一般講習２１０回、特別講習３０回

・事故要因分析調査２０件実施
・事業用自動車事故要因分析・事故防止対策PT立ち上げ
・整備管理者研修
選任前研修１４６回、選任後研修７１回

・車内事故防止啓発チラシの配布
・海上コンテナ緊締装置のロック確認キャンペーン等４回実施
・対自転車事故防止にかかるチラシの作成

②コンプライアンスの徹底 ・運送事業社に対する監査１，６０７回実施
・貸切旅客事業者に対する重点監査１６１回実施
・貨物自動車運送適正化事業実施機関との連絡会議２４回
実施
・街頭検査の実施
一般１２９回、時間外２０回、構内８０３回、監査時検査４３５

回
・通達発出
「事業用自動車運転者等の覚醒剤等使用の防止の徹底につ
いて」

③飲酒運転の根絶 ・通達発出
「酒気帯び運転等の防止について」
「酒気帯び運転の防止にかかる運行管理等の徹底につい

て」
④IT新技術の活用 ・先進安全技術研修会開催

⑤道路交通環境の改善
・通達発出
「乗合バス停留所等の点検について」

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

関
東
運
輸
局

関東地域事業用自動車
安全対策会議

第３回
平成２３年６月２３日

①関東運輸局
②関東地区バス保安対策協議会
③東京乗用旅客自動車協会
④関東地区ハイヤー・タクシー協議会
⑤全国個人タクシー協会関東支部
⑥東京都トラック協会
⑦関東トラック協会
⑧自動車整備振興会関東ブロック連絡協
議会
⑨自動車事故対策機構 東京主管支所
⑩関東地方交通運輸産業労働組合協議会
（平成２２年度以降参加）

①死者数：１０年後半減
（平成２０年１５３人を７０人
に）
→（５年後１０５人に）
②人身事故件数：１０年後半
減
（平成２０年２２，１２３件を１
１，７００件に）
→（５年後１６，９００件に）

③飲酒運転ゼロ（撲滅）

＜業態別目標＞
１．死者数

H25 H30
バス 0 0
ハイタク 15 10
トラック 90 60

２．人身事故件数
H25 H30

バス 920 640
ハイタク 7970 5470
トラック 8010 5590

①死者数：１３３人

②人身事故件数
：１９９２９件

③飲酒運転等
・１０８条の３４通知

：１９件

名称（関東地域事業用自動車安全施策実施目標）
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（警察庁統計）

※③は、２２年４月以降受
付から２３年３月末日より
算出

具体的な取り組み 進捗状況

１．2009プランの各種施策の周知
安全体質の確立に向けて

①関係団体への周知 関係団体が開催する事故防止会議等への出席 27回

・義務付け事業者 バス７社、タクシー３社、トラック８社
・義務付け外事業者 トラック１社

③事業用自動車事故要因分析調査 11件実施

④事業用自動車事故要因分析調査
活用検討会

管内担当者（ＰＴ）が事業用自動車事故要因分析調査を通じ
て、テーマを定め、調査、分析、対策などを検討し、事故防止
セミナーにおいて報告発表を行った。
（平成22年度は、高齢者に係る事故について）

⑤中部運輸局自動車事故防止セミ
ナーの開催

管内自動車運送事業者を対象に「高齢者の事故防止に向け
て」をテーマとして事故防止セミナーを開催した。
（平成23年2月14日開催、465名の参加）

２．法令違反事業者等に対するコンプ
ライアンスの遵守徹底

①平成２２年度監査及び処分結果 監査件数 バス２３２件、タクシー２２３件、トラック７２４件
処分事業者数 バス２９社 タクシー５４社 トラック１８９社

②運行管理者講習 基礎講習 ３２回（4,819人）
一般講習 ７４回（9,952人）
特別講習 １３回（290人）

③整備管理者研修 選任前研修 26回（3,002人）
選任後研修 47回（4,668人）

④街頭検査 街頭検査84回

３．飲酒運転の根絶 関係団体の事故防止会議、運行管理者講習等において、アル
コール検知器を活用した点呼等について、重点施策として周
知を図っている。

４．IT新技術の普及促進

平成22年8月27日「自動車技術安全・環境セミナー」を開催し、
ASV等の安全新技術・新長期排ガス規制対応車を展示し、新
技術・補助制度について紹介した。（145名 参加）

５．高齢者の事故防止対策

①車内事故防止キャンペーン期間
中におけるバス添乗調査

車内事故防止キャンペーン期間中において、各管内担当者が
バスに乗車して、キャンペーン実施項目等(高齢者対策等)につ
いて調査した。結果については、関係団体に報告し、事故防止
セミナー等に活用。
（延べ調査人数132人）

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

中
部
運
輸
局

中部ブロック事業用自動車安
全対策会議

第４回
平成２３年７月２３日

①中部運輸局
②(社)愛知県バス協会
③(社)静岡県バス協会
④(社)岐阜県バス協会
⑤(社)三重県バス協会
⑥(社)福井県バス協会
⑦名古屋タクシー協会
⑧愛知県タクシー協会
⑨商業組合静岡県タクシー協会
⑩岐阜県タクシー協会
⑪(社)三重県旅客自動車協会
⑫(社)福井県タクシー協会
⑬(社)愛知県トラック協会
⑭(社)静岡県トラック協会
⑮(社)岐阜県トラック協会
⑯(社)三重県トラック協会
⑰(社)福井県トラック協会
⑱(社)愛知県自動車整備振興会
⑲(社)静岡県自動車整備振興会
⑳(社)岐阜県自動車整備振興会
㉑(社)三重県自動車整備振興会
㉒(社)福井県自動車整備振興会
㉓（独）自動車事故対策機構名古屋主管
支所
㉔中部地方交通運輸産業労働組合協議
会

①死者数：１０年後半減
（平成２０年７０人を３５人に）
→（５年後３６人に）
②人身事故件数：１０年後半
減
（平成２０年５，５６７件を
２，７８４件に）
→（５年後４，１７６件に）

③飲酒運転ゼロ（撲滅）

＜業態別目標＞
１．死者数

H25 H30
バス ０ ０
ハイタク ０ ０
トラック 36 35

２．人身事故件数
H25 H30

バス 201 134
ハイタク 1，200 800
トラック 2，775 1，850

①死者数： ４７ 人

②人身事故件数
： ５，０９１ 件

③飲酒運転等
： 7件

名称（第4回中部ブロック事業用自動車安全対策会議）

②安全マネジメント評価の実施
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（警察庁統計）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

具体的な取り組み 進捗状況
１．２００９の施策の浸透・定着
①第４回事故防止セミナーの開催 Ｈ２３．３．２開催 約２７０名の参加
②集団指導講習会開催 Ｈ２２年度 ３８回開催し、延べ２，３９１名の参加
③安全マネジメント ・義務付け事業者 バス８社 タクシー４社 トラック４社

・義務付け外事業者 評価実施１０社 第三者認定機関１社

①平成２２年度監査及び処分結果 監査件数 バス２９３件 タクシー３０４件 トラック１，１０１件
処分件数
バス 車両停止８１件
タクシー 許可取消２件 事業停止１件 車両停止１０１件
トラック 許可取消１件 事業停止４件 車両停止２３０件

②運行管理者講習 基礎講習 ２９回（４，８５４名）
一般講習 ８４回（１３，２２９名）
特別講習 ２３回（５５１名）

③新規許可事業者講習 旅客事業者 １２回（２４９名）
貨物事業者 ６回（２１３名）
チラシを作成し、支局・関係団体等に配付

①自動車事故要因分析実施件数 １５件
旅客事業者２社

チラシを作成し、支局・関係団体等に配付

５．高齢者の事故防止対策

本年度の業務検討会で検討を開始

６．ＩＴ・新技術の更なる普及促進
①イベント開催

本省よりのチラシを支局・関係団体等に配付

７．点検・整備の確実な実施の推進
①整備管理者研修の開催 選任前研修 ６０回（３，１６２名）

選任後研修 ６８回（６，１７０名）

②アルコールチェッカーを使用して
の点呼実施の周知

①高齢ドライバーに対する安全対策
の検討

高齢ドライバーに対する安全対策の勉強会を平成２３年７月
に立ち上げ、様々な分析調査を行い、平成２４年３月めどに
結果を出す予定

②車内事故防止の安全対策の検討

平成２３年６月に次世代自動車の展示・試乗会を和泉検査登
録事務所で開催

②ＡＳＶ及びドラレコ・デジタコの補
助制度の周知

④事故防止コンサルティングの補助
制度の周知
３．事故多発運転者に対する指導徹
底

②事故防止対策の教育等に参考と
なる資料を事業者に提供
４．飲酒運転ゼロに向けての指導徹
底
①アルコールが運転に及ぼす影響
等の周知

平成２２年１２月に「事業用自動車の飲酒運転の根絶につい
て」の通達を発出し、並びに、飲酒運転の危険性等を周知す
るためのチラシを作成して支局・関係団体等に配付

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

近
畿
運
輸
局

近畿地域事業用自動車安全
対策会議

第４回
平成２３年６月２２日

近畿運輸局
近畿管区警察局
近畿地方整備局
近畿バス団体協議会
近畿ハイヤータクシー協議会
全国個人タクシー協会近畿支部
近畿トラック協会
近畿地区自動車整備連絡協議会
自動車事故対策機構大阪主管支所
近畿地方交運労協

①死者数：１０年後半減
（平成２０年６８人を３０人に）

②人身事故件数：１０年後半
減
（平成２０年１０，７１８件を
５，３００件に）

③飲酒運転ゼロ（撲滅）

①死者数：９７人

②人身事故件数：
１０，２５７件

③飲酒運転等
・１０８条の３４通知

１１件

名称（ 近畿グリーンナンバーセーフティプラン２０１０ ）

２．法令違反事業者等に対するコン
プライアンスの徹底
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（警察庁統計）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

具体的な取り組み 進捗状況

名称（ 平成23年度中国地域事業用自動車安全施策実施目標 ）

⑤21，22年度の運行管理者研修受講者を「運送事業者監査
総合情報システム」に入力し未受講運行管理者に対し、23年
度講習受講について事業者あて通知を行った。（本年は広島
で実施、来年度から全支局で実施）

⑤運行管理者研修会（義務講
習）の未受講者対策

①死者数などが増加で推移し
ていることから目標達成に向け
て低減目標を定め各業態一丸
となって達成する方向性を示
す（死者数 ５３人→３０人な
ど）

①当局を含め関係団体による取組の具体化（安全対策会議
２３，８から）を図り、逐次取り組んでいる。２３年度目標：死者
数３０人、重大事故件数１２０件、 ２３年７月末現在：死者数
１９人、事故件数７１件）

④運行管理者等講習会などの場において、「高速道における
事故防止」「健康管理マニュアルの活用」「アルコール検知器
を活用した点呼」について重点施策として周知している。

④昨年多発した高速道路での
事故及び飲酒運転などの再発
防止の手段の一つとして運行
管理者講習会等を活用した重
点的な取組の周知

③事故情報の提供を行う（多
発傾向にある事故、交通環境
の変化により注意が必要な事
故等）

③運輸局ホームページに「健康起因による事故」「高速道路
での追突事故」「道路合流時の死傷事故」の事例及び運転者
指導のポイントなどについて掲載した。

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

中
国
運
輸
局

中国地域事業用自動車
安全対策会議

第５回
平成２３年８月４日（木）

①中国運輸局
②中国バス協会
③中国乗用自動車協会
④（社）全国個人タクシー協会中国支部
⑤中国トラック協会
⑥中国自動車整備連絡協議会
⑦自動車事故対策機構広島主管支所
⑧中国地方整備局道路部
⑨広島県警察本部交通部
⑩中国地方交通運輸産業労働組合協議会

①死者数：１０年後半減
（平成２０年３１人を１５人に）
→（５年後２３人に）

②人身事故件数：１０年後半
減
（平成２０年２，６６２件を１，
４００件に）
→（５年後２，０００件に）

③飲酒運転ゼロ（撲滅）

＜業態別目標＞
１．死者数

H25 H30
バス 0 0
ハイタク 2 1
トラック 21 14

２．人身事故件数
H25 H30

バス 120 90
ハイタク 700 490
トラック 1,100 820

①死者数：５３人

②人身事故件数
：２，４３８件

③飲酒運転等 ： ７件
・１０８条の３４通知：５件
・情報提供等：２件 ②事故防止を目的として、自動

車運送事業者等を対象に事故
防止セミナーを開催

②開催に向け、担当者会議（第6回）を開催しテーマ等を決定
し、事故調査、分析及び対策などの報告（安全推進企画会議
（第1回））を行った。
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（イタルダ統計）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

具体的な取り組み 進捗状況

・運送事業社に対する監査：５０３回実施
・貸切旅客事業者に対する重点監査：４１回実施
・貨物自動車運送適正化事業実施機関との連絡会議：４２回実施
・街頭検査の実施
一般５５回、時間外１回、構内３８回

・通達発出
「事業用バスの車両火災事故の防止について」
「事業用自動車における事故防止の徹底について」

２．コンプライアンスの徹底

３．ＩＴ新技術の普及促進 ・ＡＳＶ及びドラレコ・デジタコの補助制度の周知
本省よりのチラシを支局・関係団体等に配賦

名称（四国地域事業用自動車安全施策実施目標）

４．優良運転者認定制度 ・優良運転者に対し認定書の交付及び優良運転者の運転車両に
認定標章の表示
平成２１年度 ２９１名認定

（バス２０名、トラック１７８名、法人７６名、個人１７名）
平成２２年度 １５３名認定

（バス ０名、トラック１１６名、法人１４名、個人２３名）

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

四
国
運
輸
局

四国地域事業用自動車
安全対策会議

第３回
平成２３年３月１１日（金）

①四国運輸局
②四国トラック協会連合会
③四国バス協会
④四国ハイ・タク協議会
⑤四国自動車整備振興会連合会
⑥全国個人タクシー協会四国支部
⑦自動車事故対策機構 高松主管支所
⑧四国地方交通運輸産業労働組合協議会
（第３回会議から参加）

①死者数：１０年後半減
（平成２０年２４人を１０人に）
→（５年後１５人に）
②人身事故件数：１０年後半減
（平成２０年１，３５４件を６７０
件に）
→（５年後１，０００件に）

③飲酒運転ゼロ（撲滅）

①死者数
：１５人

②人身事故件数
：１，２８７件

③飲酒運転
１０８条の３４通知
：２件

・安全マネジメント講習等：８回実施
・各団体主催会議での安全に関する講習：７回
・バス事業者事故防止部会への出席：４回
・運輸安全マネジメント評価：６社に対し実施
・運行管理者講習
基礎講習９回、一般講習２７回、特別講習６回

・事故要因分析調査：４件実施
・整備管理者研修
選任前研修２５回、選任後研修１４回

・車内事故防止啓発パンフレットの地方自治体広報紙への掲載依
頼

１．安全体質の確立
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年故状況
（警察庁統計）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

具体的な取り組み 進捗状況

・運輸安全マネジメント説明会・セミナー１４回実施

・マネジメント評価実施２１事業者に実施

・事故防止会議２０回実施

・運行管理者講習会７１回実施

・整備管理者講習会５５回実施

・検査員研修６７回実施

・整備主任者研修８２回実施

・街頭検査１６８回実施

・年末年始総点検査察・指導２５回実施

・メールマガジンの周知とチラシの配布

・周知のため改正通達等、局ホームページへ掲載

・周知のため車輪脱落事故防止のチラシ配布

・自動車事故要因分析調査７事業者実施

・海上コンテナが転落する重大事故が多発したため再発
防止と緊締装置の確実な励行を啓発するため緊締装置の
ロック状況等に特化した街頭検査を実施

・事業者監査（臨店303回、呼出等1835回）実施

・重点監査（貸切）118回実施

・相互通報制度による監査98回実施

・ホイルクレーン脱落監査1回実施

・運行管理者等の講習、研修で飲酒運転根絶の周知

・再周知のため「アルコール検知器の備え及び常時有効
保持等の周知徹底について」の周知文の発出

・周知のためASV、ドラレコ・デジタコ等の補助制度チラシ
の配布

・周知のためASV、ドラレコ・デジタコ等の補助申請要領等
を局、ホームページへ掲載

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

名称（九州地域事業用自動車自動車安全対策）

安全体質の確立

コンプライアンスの徹底

飲酒運転の根絶

IT新技術の活用

地域における安全対策会議の開催状況等について

①死者数：５５人

②人身事故件数
：５９０３件

③飲酒運転等
・１０８条の３４通知

１１件

①死者数：１０年後半減
（平成２０年６１人を３０人に）
→（5年後に４３人に）
②人身事故件数：１０年後半
減
（平成２０年６，３２５件を３，
２００件に）
→（５年後に４，７４０件に）
③飲酒運転ゼロ（撲滅）

＜業態別目標＞
１．死者数

H25 H30
バス 1 0
ハイタク 1 0
トラック 41 30

２．人身事故件数
H25 H30

バス 350 230
ハイタク 2345 1585
トラック 2045 1385

①九州運輸局
②九州バス協会
③九州乗用自動車協会
④全国個人タクシー協会九州支部
⑤九州トラック協会
⑥自動車整備振興会九州連合会
⑦自動車事故対策機構 福岡主管支所
⑧九州地方交通運輸産業労働組合協議
会

第３回
平成２３年６月３０日(木）

九州地域事業用自動車
安全対策会議

九
州
運
輸
局
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局 会議名称 開催日等 構成メンバー 目標

平成２２年事故状況
（イタルダデータ）

※③は、２２年４月以降受付
から２３年３月末日より算出

具体的な取り組み 進捗状況

１．事故防止の取組 ・安全マネジメント評価実施：１事業者

・運行管理者講習

基礎講習２回（359名）一般講習７回(830名）特別講習1回（21名）

・自動車事故要因分析実施件数:2件

交通事故要因分析報告書の関係団体への配布

・整備管理者研修

選任前研修６回(315名受講） 選任後研修7回(698名受講）
・本省からの自動車点検整備のチラシを関係団体へ配布等多種配
布

２．法令遵守の徹底 ・事業者監査

臨店監査４３件 呼出監査７０件 呼出指導55件 重点監査20件

・貨物自動車運送適正化事業実施機関との連絡会議:1回

・交通事故防止事業者大会への講師派遣：２回

・個人タクシー許可交付時の講習

・貨物自動車運送事業（新規）講習会

・処分基準改正説明会の開催:2回

・街頭検査３３件実施

３．飲酒運転根絶の取組 ・通達の発出

・事業者大会での講話：２回

・運行管理者講習会(10回）での周知

・アルコールチェッカーの設置チラシの関係団体への配布

地域における安全対策会議の開催状況等について

地方運輸局独自の取り組みとその進捗状況

沖
縄
総
合
事
務
局

沖縄地域事業用自動車
安全対策会議

第３回
平成２３年７月６日 (水）

①沖縄総合事務局運輸部
②沖縄総合事務局陸運事務所
③沖縄県バス協会
④沖縄県ハイヤー・タクシー協会
⑤全国個人タクシー協会沖縄支部
⑥沖縄県トラック協会 地方適正化事業実
施本部
⑦沖縄県自動車整備振興会
⑧自動車事故対策機構 沖縄支所
⑨沖縄地方交通運輸産業労働組合協議会

①死者数：１０年後半減
（平成２０年１人を０人に）
→（５年後０人に）
②人身事故件数：１０年後半
減
（平成２０年５６３件を２８２件
に）
→（５年後４２０件に）

③飲酒運転ゼロ（撲滅）

＜業態別目標＞
１．死者数

H25 H30
バス 0 0
ハイタク 0 0
トラック 0 0

２．人身事故件数
H25 H30

バス 19 13
ハイタク 344 231
トラック 57 38

①死者数１人
②人身事故件数４６３件
③飲酒運転等
・１０８条３４通知

３件（３件）
・１０８条３４に基づく監
査

３件（３件）

名称（沖縄地域事業用自動車安全施策実施目標）

－1－


